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現在，我が国は人口減少や都市の低密度化を背景としてコンパクト・プラス・ネットワークのまちづく

りを進めている．一方，近年の技術革新に伴い，新たな交通手段として自動運転車の研究・開発が進めら

れており，その実用化が期待されている．既往研究等では，自動運転の普及が都市構造へ与える影響につ

いて指摘があるものの，それを定量的に分析した研究はほとんどない．そこで本稿では，自動運転車の普

及が都市構造へ与える影響を定量的に分析するため，岐阜都市圏を対象として2040年までのシミュレーシ

ョンを実施した．計算結果から，自動運転車の普及により，空間的に交通利便性が均一となった場合，世

帯の立地は郊外へ分散することを示した．これに伴い，行政コストは増加し，DID地区相当のゾーンも郊

外へ分散することを確認した． 
 

     Key Words : self-driving car, urban structure, future population distribution, location equilibrium, com-
pact city 

 
 
1. はじめに 
 
現在，我が国は人口減少や都市の低密度化を背景とし

てコンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりを進

めている1)．一方で，近年の技術革新に伴い，新たな交

通手段として自動運転車の研究・開発が進められており，

その実用化が期待されている．例えば，自動運転車の普

及により道路交通に関する多くの課題が解決されること

を期待し，政府はロードマップを策定している2)．そこ

では2020年を自動運転の目標年次として，目標に向けた

取組みの明確化や持続可能なビジネスモデルの検討等を

行っている．また，民間企業においても，例えばトヨタ

自動車が自動運転車の事業展開を発表する等3)，自動運

転車の実用化に向けた動きが進行している． 
自動運転車の普及は，日常の道路交通だけでなく，

人々の居住選択にも影響を及ぼすと考えられる．自動運

転車の利用により移動中の活動自由度が向上する．これ

により，移動時間に対する抵抗感が大きく低減すること

で，人々は居住地に依らず同程度の交通利便性を享受で

きる可能性がある．このように，空間的に交通利便性が

均一となった場合，「①人々の居住傾向が変わり都市構

造は分散する」，「②都市構造は変わらない」の2つの

方向性が考えられる．その方向性を見定めることができ

れば，人々の居住に関する満足度や行政コスト等を踏ま

えた，より望ましい社会資本整備を検討することができ

ると考える． 
上記のような，自動運転車の普及が都市構造へ与える

影響については，内閣府の自動運転車に関する検討4)の

中で，社会的・産業的インパクトの一項目としてインフ

ラ・都市構造が挙げられる等，具体的な議論が近年され

つつあるものの，定量的な議論まで至っていない． 
そこで本稿では，自動運転車の普及を前提とした都市

の社会資本整備の検討に資する情報提供を目的として，

自動運転車の普及が都市構造へ与える影響について，定

量的な分析を実施する．具体的には，岐阜都市圏を対象

に，時系列を考慮した立地均衡モデルを用いて，自動運

転車の普及により空間的に交通利便性が均一となった場

合の将来世帯分布を予測し，その結果について考察する． 
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t年の人口分布（年齢階層別）
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式(17)~(18)
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全体世帯数決定モデル

立地均衡モデル

式(11)
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2. 本稿の位置づけ 
 
まず，都市構造に限定せず，自動運転車の普及が社会

全般に与える影響を概観する．既往研究等4)~ 11)に基づき，

その影響は表-1の内容に概ね整理できる．このうち，都

市構造に関わる項目として，人々が居住環境で重要とし

ている内容12)等を踏まえると，交通費用や交通行動が該

当する．本稿では，これらをまとめて交通利便性として

取り扱うこととする． 
次に，自動運転と都市構造の関係性について，定量的

な分析がされている既往研究として，Webアンケート調

査等から都市属性ごとの自動運転の導入・普及に伴う影

響を分析した香月・川本・谷口（2016）13)，仮想的に設

定した都市条件の下，自動運転車の普及条件を分析した

紀伊ら（2017）14)，都市構造がシェア型自動運転車の運

行効率に与える影響を分析した東・香月・谷口（2017）
15)等がある．これらはいずれも都市構造を与件とした分

析であり，本稿で着目する事象とは異なる． 
一方で，自動運転車の普及が都市構造へ与える影響に

ついて定量的に分析したものとして，香月ら（2018）16)

がある．ここでは，自動運転車の普及による土地利用へ

の影響として駐車時空間を取り上げ，その削減効果につ

いて分析している．しかしながら，分析では交通行動変

化に着目しているものの，立地行動を考慮した分析とな

っていない． 
本稿は，自動運転車の普及を交通利便性の変化と捉え，

交通利便性の項を効用関数に与えた立地均衡モデルによ

り，立地への影響を定量的に分析する点に特徴がある． 
 

表-1 自動運転車の普及が社会へ与える影響4)~ 11) 
大項目 小項目 内容 

交通 

・交通費用 ・運行コスト, 物流・流通コストの縮減 

・交通混雑 
・交通流の整流化や車間距離減少

による交通容量の拡大 

・交通行動 
・移動のしやすさ改善 
・公共交通利用促進 

・交通安全 ・人的交通事故の最小化 

交通施設 
・街路・道路空間 ・効率的な空間利用と交通容量の増加 
・交通結節点 ・駅前広場空間の最適な利用 

土地利用 ・駐車場 ・駐車場の縮小，平準化 

経済 
：消費面 

・自動車の価値 
・自動車保有台数減少 
・シェアリングの普及 

・移動中の消費 ・移動時間中のサービス享受 

経済 
：生産面 

・生産性 
・交通費用削減による生産コスト減少 
・ドライバー不足解消による生産増 

・産業構造 
・自動運転車両所有のカーシェア

事業者の台頭 

環境 
・大気汚染 ・排出ガスの低減 
・エネルギー消費 ・短車間走行による燃費改善 

情報 
・サイバー 
セキュリティ 

・個人情報の流出の危険性増大 

3. モデルの構築 
 
(1) モデルの概要 
本モデルは先行研究 17)で構築したモデルをベースとし

ており，全体構成は図-1のとおりである．世帯総数は全

体世帯数決定モデルにより算出する．世帯分布は，転居

意思決定モデル（都市内転居モデル・都市外転居モデ

ル），立地均衡モデルにより算出する．モデル構築にあ

たっての仮定を以下に示す． 
 対象圏域は同一都市圏を構成する市町村群とし

て，複数のゾーンに分割されている． 
 各ゾーン内の施設へのアクセシビリティや地代

等の価格は均質とする． 
 経済主体は，世帯属性別（世帯主年齢階層別）

の「家計」と，「不在地主」の2主体とする． 
 家計は，都市外転居の意思決定を行った上で，

都市内転居の意思決定を行う．また，都市内の

転居先選択に際し，効用最大化行動を行う． 
 不在地主は利潤最大化行動を行う． 
 市場は土地市場のみを考える． 
 対象圏域内の転居先は立地均衡モデルにより決

定される． 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※内・内転居世帯数：対象圏域『内』に居住する世帯のうち，
対象圏域『内』へ転居する世帯数．内・外転居世帯数：対象

圏域『内』に居住する世帯のうち，対象圏域『外』へ転居す
る世帯数．外・内転居世帯数：対象圏域『外』に居住する世
帯のうち，対象圏域『内』へ転居する世帯数． 

※1：純移動世帯数と内・外転居世帯数の合計 

※2：世帯分布から内・内世帯数および内・外世帯数を除いた分布 

図-1 モデルの全体構成 
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(2) 全体世帯数決定モデル 
全体世帯数は，コーホート要因法による推計人口に世

帯主率を乗じて世帯主年齢階層別に推計する．人口を式

(1)~(3)，総世帯数を式(4)，純移動世帯数を式(5)に示す． 
 

= , ∙ ( , + , ) 
+ , ∙ , + ,  (1) 

ただし， =0（0～4歳）の場合， 

, = ∑ , ∙ ∙  (2) 
, = ∑ , ∙ − ,  (3) 

 = , ∙ ̇ , + , ∙ ̇ ,  (4) = , ∙ , ∙ ̇ ,   
+ , ∙ , ∙ ̇ ,  (5) 

 
ここで， ：期， ：年齢階層（5 歳階級別）， ：男

性， ：女性， ：人口， ：年齢階層 から年齢

階層 + 5にかけての純移動率， ：年齢階層 から年

齢階層 + 5にかけての生残率， ：出生性比， ：世

帯数， ̇：世帯主率， ：子ども女性比， ：純移動世

帯数． 
 
(3) 転居意思決定モデル 
a) 都市外転居モデル 
都市外への転居（内・外転居）は転居行動を「転出す

る・転出しない」の二者択一行動と捉え，その確率は二

項分布に従うと仮定し，式(6)，(7)のように定式化する． 
 

, , = ,, , , 1 − , , ,  (6) 

log ,1 − , = ( , ) (7) 

 
ここで， , , ：年齢 の世帯主における市

町村 全体での 年から +5 年にかけての都市外への転居

率， ：都市外への転居数， ：都市外への転居率，

 (∙)：リンク関数， ：市町村ダミーのベクトル． 
よって，内・外転居世帯数は式(8)のとおりとなる． 
 

, , = , ∙ ̅ ∙ ,  (8) 
 
ここで，i：ゾーン， ：内・外転居世帯数， ̅：世

帯自然増減率（世帯の新規発生および消滅が生じる割

合）． 
b) 都市内転居モデル 
都市内への転居（内・内転居）は，式(9)のように定

式化する．  

 

, = 11 + exp ( , + ) (9) 

 
ここで， ：ゾーン iの世帯主年齢階層 wの世帯が

内・内転居（都市内転居）を行う確率， ：間接効用，

：間接効用以外の地域（ゾーン）の魅力度を示す項目． 
よって，内・内転居世帯数  は式(10)のとおりとなる． 
 

 , = , ∙ ̅ 1 − , ∙ ,  (10) 
c) 留保世帯数および外・内転居世帯数 
式(8)，式(10)を踏まえ，留保世帯数 は式(11)となる． 

 

 , = , ∙ ̅ −  , + , ,  (11) 
 
また，都市外から都市内への転居（外・内転居）世帯

数 は，内・外転居世帯数と純移動世帯数の合計から

式(12)のとおりとなる． 
 

, =  + ∑ , ,  (12) 
 
(4) 立地均衡モデル 

都市内への転居（内・内転居と外・内転居の和）世帯

数の転居先は，立地均衡モデルによる土地市場の需給一

致から決定される．立地均衡モデルについて以下に示す． 
a) 世帯の行動 
家計の行動は，所得制約の下，交通利便性を考慮して

効用を最大化するよう合成財，土地の消費を行うとして

定式化する（式(13)）． 

 

, , = max , , , ,  (13a) 
s.t.  + , , =  (13b) 

 
ここで， (∙)：間接効用水準， (∙)：効用水準， ：

合成財需要量， ：土地需要量， ：交通利便性，

：合成財価格（＝1）， ：地代， ：所得． 
上記の最大化問題を解くと，各需要関数が得られ，そ

れを式(13)に代入すると間接効用関数が得られる． 

 

, = , , , ,  (14) 
 

家計の立地選択行動は，上記の間接効用関数を用いて

以下の最大化問題により定式化できる． 

 

= max
, , , − 1 , ln ,  (15a) 

s.t. ∑ , = 1 (15b) 
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ここで， ：世帯の立地選択における最大期待効用値，

：ロジットパラメータ， ：世帯主年齢階層wの世帯

がゾーン iを選択する確率． 
上記の最大化問題を解くと，立地選択確率が以下のロ

ジットモデルとして得られる． 
 

, = exp ∙ , +
∑ exp ∙ , +  (16) 

b) 不在地主の行動 
不在地主の行動は，家計からの地代収入と提供する土

地の維持管理費用からなる利潤最大化行動として定式化

する． 

 

, = max, , , − ,  (17a) 

s.t.  , = − , ln 1 − ,
,  (17b)   

 
ここで， ：利潤， ：土地供給量， (∙)：不在地主

の費用関数， ：土地供給可能量， ：パラメータ． 
上記を解くと以下の土地供給関数が得られる． 

 

, = 1 − , ,  (18)   

c) 均衡条件 
期から +5 期にかけての土地市場の均衡条件は式(19)

となる（ ：t期の土地需要量）． 

 

∑ , + ̇ , ∙ , ∙ ( ̅ − 1) + , ∙ ∑  , + , ∙  
, − ̈ , ∙ , , +  , ] = 1 − , ∙ ,  (19a)   

̇ , =      ,                          if   ̅ > 1
, ,⁄                if   ̅ ≤ 1  (19b) 

̈ , = , + , ∙ , ∙ ( ̅ − 1)
, ∙ ̅  if  ̅ > 1

            , ,⁄                        if   ̅ ≤ 1  
(19c)   

 

4. 実証分析 

 

(1) 対象圏域およびゾーン区分 

対象圏域は，図-2 に示す岐阜都市圏の 10 市町（岐阜

市，羽島市，各務原市，山県市，瑞穂市，本巣市，岐南

町，笠松町，大野町，北方町）とする． 
ゾーンは，対象圏域内の 2 分の 1 地域メッシュ（約

500m メッシュ）のうち，2000 年・2005 年・2010 年のい

ずれかにおいて，国勢調査上，人口が存在するメッシュ

を対象とし，2,030ゾーンとする． 

(2) 関数型の特定化 

効用関数は式(20)のとおり定式化した．ここで，交通

利便性 は，目的地までの所要時間とした（ =∑ ln , ）．目的地は，住生活総合調査の『居住環

境に関して最も重要と思う項目』の回答結果から 12)，上

位に挙げられているものを参考に「勤務地」，「小・中

学校」，「食品スーパー」，「病院」とした． 
 

, ,   

= max ln + ln , + ∑ ln ,  (20a) 
s.t.  + , , =  (20b) 

 
ここで， ：目的地， ：目的地までの所要時間，

 , , ：パラメータ（ ＋ ＝1）． 
上記の最大化問題を解くと，次の土地需要関数および

間接効用関数が得られる． 

 

, = ,  (21)   

, = ln − ln , + ln   
+ ln + ∑ ln ,  (22) 

 
(3) 基礎データの設定 

モデル構築に用いる基礎データは，先行研究 17)に準じ

て作成した．また，今回新たに必要となる交通利便性に

関するデータについて，勤務地までの所要時間は，各ゾ

ーンの中心点から勤務地までの直線距離を自動車の平均

走行速度で除すことにより設定した．ここでの勤務地は，

従業者数分布から，岐阜駅を代表点とした．小・中学校

までの所要時間は，各ゾーンの中心点から最寄りの学校

までの直線距離を標準歩行速度で除して各々算出し，そ

の平均を設定値とした．食品スーパーと病院は，各ゾー

ンの中心点から最寄り施設までの直線距離を自動車の平

均走行速度で除すことにより設定した．なお，各施設の

位置座標データには国土数値情報データ等を使用した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 対象圏域およびゾーン区分 
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(4) パラメータの推定 
モデルのパラメータは，基礎データを用いて，先行研

究 17)の方法に準じて推定を行った．推定結果等を表-2~4，
図-3に示す．各々について，概ね良好な推定結果を得た． 
 

表-2 土地需要パラメータ推定結果 
 
 
 
 

表-3 交通利便性パラメータ等推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ***：0.1％，**：1％，*：5％ 
 
 
 
  
    
 
 
 
 
   
 
 
 
 
  
 
 
 
 
※実測値は国勢調査等から設定した基礎データによる値 
図-3 2000~2005年のゾーン別純移動数（縦軸：推計値，横軸：実測値） 

(5) 再現性の確認 
推定した各種パラメータを用いて，2000年を基準年と

して 2015 年まで推計を実施し，再現性の確認を行った．

推計方法は先行研究 17)に準じて，各ゾーンの地代を更新

することにより土地需給量の均衡計算を行うことでゾー

ン別人口を推計した．計算は，科学技術計算ライブラリ

SciPyのパッケージの一つである optimizeを用いて，制約

付き信頼領域法により実施した． 
推計結果を図-4 に示す．各時点の不一致係数は，2005

年時点で人口は 0.005，世帯数は 0.002，2010 年時点で，

人口は 0.090，世帯数は 0.058，2015 年時点で，人口は

0.150，世帯数は 0.135 となった．以上より，先行研究 17)

と同程度の再現性があることを確認した．なお，ここで

のゾーン別人口は，土地需給量の均衡結果として出力さ

れるゾーン別の世帯数に，市町村別・世帯主年齢別の平

均世帯人員（2000年値）を乗じて算出したものである． 
 

表-4 内・内転居数（推計値，実測値） 
 
 
 
※実測値は，国勢調査の年齢別転出人口に世帯主率を乗じて設定した値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※不一致係数  = ∑ ( )
∑ ( ) ∑ ( ) ． ：標本数， ：観測値， ：予測値 

図-4 実測値と推計値の比較およびゾーン別の不一致係数

（左：世帯数，右：人口） 
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(6) 数値シミュレーション 
a) 条件設定 
本稿では，自動運転車が普及することにより大きく変

化すると想定される交通利便性に着目し，その影響度合

いを変化させたシミュレーションを 2040 年まで実施し，

世帯数や行政コスト，人口密度の視点から分析を行う．

具体的には，式(20)で定義した効用関数に交通利便性の

影響度合いを示す を追加して式(23)とし，7 ケース（1.0，
0.9，0.7，0.5，0.3，0.1，0.0）の計算を行うこととする． 
 

, = ln + ln , + ∙  (23)   
 
ここで， の低下は，自動運転車の普及で移動時間に

対する抵抗感が低減することにより空間的に交通利便性

が均一化されることを表現している．なお， = 0.0は
自動運転のレベル 5を想定したものではなく，世帯が交

通利便性に対して全く影響を受けない極端な状態を考え

たものである． 

また，行政コストの算定にあたっては，図-5に示す市

町村の人口密度と行政コストの関係式を用いる 18)．この

関係式は市町村単位での人口密度と歳出の関係を示した

ものであるため，これに準じて，本稿モデルから出力さ

れるゾーン別の人口を集計して，市町村単位で行政コス

トを算定する．この際，人口密度の算定に必要な市町村

面積は，市町村決算カード 19)の値を使用した． 

b) 世帯数の変化 
まず， = 1.0について経年的な世帯数の変化をみる

と（図-6），2015年から2040年にかけて，世帯数は岐阜

駅周辺を中心に減少し，瑞穂市や本巣市南部，羽島市を

中心に増加した．また，市街化区域内とそれ以外（市街

化調整区域と都市計画区域外．これ以降，郊外と呼ぶ）

で変化数を集計すると，表-5 より市街化区域内で約

7,700世帯減少，郊外で約 1,200 世帯増加となり，経年的

な傾向として世帯立地が郊外へ分散することを確認した． 
= 0.0について経年的な世帯数の変化をみると（図-

7）， = 1.0と概ね同様の傾向を示したが，本巣市北

部や山県市等が増加を示す等の違いもみられた．また，

増加・減少の度合いがより顕著となっており，表-6に示

す市街化区域・郊外別の世帯数変化の集計値でもそれを

確認できる． 
また，2040年時点で， = 0.0と = 1.0の世帯数変化

をみると，表-7 のとおり，市街化区域において約 23,000
世帯の減少となった． 
次に，各ケースについて，対象圏域全体の世帯数に対

する市街化区域内の世帯数の割合に着目して，経年的な

変化をみると（図-8），いずれのケースにおいても割合

は低下する結果となった．若干ながら，低下の度合いが

経年的に小さくなっているのは，市街化区域内の経年的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 市町村の人口密度と行政コスト18) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  = 1.0での世帯数の経年変化分布（2040年 - 2015年） 

表-5  = 1.0での世帯数の経年変化（2040年 - 2015年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 = 0.0での世帯数の経年変化分布（2040年 - 2015年） 

表-6  = 0.0での世帯数の経年変化（2040年 - 2015年） 

 

 

 

表-7 2040年時点の世帯数の比較（ = 0.0  -  = 1.0） 

 減少最大 増加最大 平均 合計
市街化区域 -434 410 -39 -23,362
郊外 -203 369 16 23,362

減少最大 増加最大 平均 合計

市街化区域 -443 362 -51 -31,057
郊外 -180 304 17 24,609

減少最大 増加最大 平均 合計

市街化区域 -380 547 -13 -7,695
郊外 -145 263 1 1,247
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な世帯数の減少に伴って，市街化区域内の地代が相対的

に低下したことで，同区域内の立地選択確率が上昇した

ためと考えられる．また，各ケース間を比較すると が

低い（交通利便性の影響度合いが低下する）ほど，市街

化区域内の世帯の割合は低下（郊外へ分散）する結果と

なった． 
自動運転車の普及が都市構造へ与える影響として，

「①居住地の選択肢が広がるために居住が郊外へ分散す

る方向性」，「②現状の居住地でより利便性が得られる

ためにその居住地に留まる現状維持の方向性」の 2つの

可能性を想定していた．そのような中で，今回のシミュ

レーションでは，郊外への立地の傾向が強まる結果とな

った．この要因の一つとして，対象とした岐阜都市圏に

おいて，現状（2000 年~2005 年）の世帯立地が分散基調

であったことによる影響が考えられる． 

c) 行政コストの変化 
行政コストについて， = 0.0~0.9と = 1.0との差分

を図-9 に示す．全てのケースにおいて，行政コストは

= 1.0よりも増加する結果となり， = 0.0では2040年
時点で約 60 億円／年の増加となった．これは，交通利

便性の変化により人口密度が高まった市町村の方が，人

口密度が低くなった市町村よりも，一人あたり歳出額の

算定値が高くなったためである．また， が低下する

（交通利便性の影響度合いが低下する）ほど，行政コス

トの増加の度合いは大きくなった．これは交通利便性の

影響度合いが低下することで，行政コストとして非効率

な人口密度の低いゾーンへの立地が促進したためである． 
d) 人口密度の変化 

c)を踏まえて，2040 年時点の人口密度について =
0.0のケースと = 1.0の差分をみると（図-10），岐阜

駅を含む岐阜市中心部の人口密度が低下し，本巣市北部

や山県市北部といった郊外の人口密度が高まった． 

さらに， = 0.0と = 1.0について，2040 年時点の人

口密度から 4,000人／km2以上のゾーン（DID水準）を抽

出すると図-11 のとおりとなった． = 0.0と = 1.0に
共通する箇所（灰色）は主に 2015 年時点の DID 地区内

だが，瑞穂市や各務原市等，DID 地区外にも存在を確認

した． = 1.0のみの箇所（赤色）は主に岐阜市中心部

の DID 地区内であり，また， = 0.0のみの箇所（青色）

は市街化区域から離れた郊外にその存在を確認した．以

上より，交通利便性の影響度合いが低下することで，市

街地のDID地区が縮小し，郊外への分散傾向が強まる結

果を得た． 
前述の行政コストの結果から言えば，総論として，交

通利便性の影響度合いの低下はコスト増加の要因となる．

この際，行政コストを低減させる方策として，郊外にお

いてある程度集約化させることが考えられる．このとき，

= 0.0で示された郊外のDID地区相当のゾーンには，

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 市街化区域内の世帯数の割合（2020年～2040年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 行政コストの比較（ = 0.0~0.9  -  = 1.0） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 2040年時点の人口密度変化（ = 0.0  -  = 1.0） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-11 2040年時点の4,000人／m2（DID地区相当）のゾーン 

 
交通利便性以外の立地選択要因の存在が想定され，居住

の効用と行政コストの低減の両立に向けた，郊外部での

集約核を検討する際に参考となると考える．
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6. おわりに 

 
本稿では，自動運転車の普及が都市構造へ与える影響

を定量的に分析するため，岐阜都市圏を対象として2040
年までのシミュレーションを実施した．シミュレーショ

ンの結果から，自動運転車の普及により世帯が交通利便

性に対して全く影響を受けない状況となった場合，世帯

の立地は郊外へ分散し，2040年時点で市街化区域内の世

帯が約23,000世帯が減少することを示した．これに伴い，

行政コストは約60億円／年増加し，DID地区相当のゾー

ンも郊外へ分散することを確認した．これらの結果から，

居住の効用と行政コストの低減の両立には，郊外部にお

いて集約核を形成することが方策として考えられ，これ

を検討するために，将来のDID地区相当のゾーンの把握

が参考となるとした． 
今後の課題として，交通利便性のパラメータ推定の精

度向上が挙げられる．今回用いたパラメータは統計的に

有意な結果ではあるが，世帯主年齢によっては直感的に

違和感のある変数が採用された箇所も存在した．今回の

分析方法の場合，地域の魅力度 と交通利便性 を区

分することが重要となることもあり，パラメータ推定方

法の再検討も含めて今後の課題としたい．また，本稿で

は歳出全般を対象として，簡便な方法でコスト算定を行

った．都市構造の議論をする際に最も着目すべき行政コ

ストとしてインフラコストが挙げられるため，これに特

化したコスト算定方法の精緻化は課題である．さらに，

今回のモデルの構造では移転コストが考慮されていない．

転居に関する負担として移転コストは関連深いと思われ

るため，その明示化の検討は必要であると考える． 
本稿では，都市構造へ与える影響を分析するにあたり，

自動運転車の普及を空間的な交通利便性の均一化として

表現してシミュレーションを行った．しかしながら，交

通利便性の他に，2章の表-1で挙げた，駐車場の縮小・

平準化もその要因として考えられるため，これも考慮し

たシミュレーションの条件設定が必要である．その他に

も，都市構造へ与える影響要因を精査し，シミュレーシ

ョンに反映させることは課題である． 
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